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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
前内閣官房参与　峰崎直樹
五十嵐元官房長官のご逝去を悼む
 ようやく桜の開花宣言が、北海道の松前から始まり、今月の末まで最後は根室が一番遅い開花となるようだ。札幌も、ゴールデンウィークが悪天候の連続だったのに、連休上げの7日からは最高気温も10度を上回り始め、まだまだ春爛漫とは言い難い昨今なのだが、確実に天候も回復に向かいつつあるようだ。
　その連休明けの7日、残念な訃報が舞い込んできた。元官房長官でアイヌ新法の制定など、当時あまり日の当たりにくい難問に取り組んでこられた五十嵐広三さんが亡くなられた。議員時代には、大変お世話になった方でもあり、この場を借りて心よりお悔やみを申し上げたい。
　佐藤優、山口二郎等によるシンポジウム「日本の行方」開催
同じ7日の午後、北方領土返還や対ロ外交などに尽力された元外務省の情報分析官だった佐藤優さんと、佐藤さんが大宮高校の時代にマルクス経済学を教えていた鎌倉孝夫先生、それに長い間社会主義運動を実践し、今ではその歴史を研究しておられる山崎耕一郎さんが来札され、山口二郎北大教授を交えてパネルディスカッションを開催した。題して「日本の今後の行方」というテーマで、コーディネート役は小生が務めた次第である。事前に北海道新聞や朝日新聞紙上に開催案内が掲載された効果もあるのだろう、200人の定員をオーバーして250人を超す方たちがシンポジウムに参加され、熱心に耳を傾けていただいた。佐藤優さんという知名度の高い話題性のある方が登場し、それに北大の山口二郎先生が加わることで、どんな話が出てくるのか、事前に相談することなく、出たとこ勝負での議論となり、山口先生からは民主党をもっと自信を持ってたたかっていくべきだし、佐藤さんからは安倍政権の外交や安全保障についての危険性など、4人のパネリストの方たちからはあらゆる角度からの問題点が提起され、短い時間で焦点を定めて論議をしていくのに苦労せざるを得なくなる始末であった。
佐藤優さんの3つの原点、沖縄・キリスト教・労農派
山口先生を除く佐藤、鎌倉、山崎と小生は、ここ2年近く3か月に一回程度集まっては懇親を深めてきたのだが、小生が札幌に帰ったため、今回は札幌で会合をやることとなり、実現した企画であった。佐藤優さんの原点は、本人いわく「キリスト教と母親の故郷である沖縄、それに労農派マルクス主義」の三点で、「労農派」というルーツが同一であることが、こうした懇談会を継続している所以であると、佐藤さんはシンポジウムの中でも披瀝された。もっとも、「労農派」という物が何なのか、絶えず探し求めつつあるのが現実かも知れないし、小生などは、山川均の考え方に共鳴したことがあるのだが、最近ではマルクス経済学と言うよりはケインズ経済学に魅力を感じている今日この頃ではある。それでも、昔話をすることとともに、現実の政治のありようについても率直な意見交換をしてきた仲間ではある。
麻生財務大臣、何時まで「上げ潮派」なんですか
さて、前回は原発問題にスキップしたのだが、今回は約束通りアベノミクスの第5回目の検討に入りたい。第二の矢としての財政政策の問題点に触れていきたい。
今や、日本の抱える財政問題は、日本だけの問題ではない。日本の抱える財政赤字の規模が、累積でGDPの2倍をはるかに超え、国際的にも大いに警戒される水準に達しつつあり、先のワシントンで開催されたG20財務相・中央銀行会議での共同声明の中で、「日本は信頼に足る中期財政計画を策定すべきである」と名指して明記されている。それを受けて4月22日に開催された第9回経済財政諮問会議の場で、麻生財務大臣は年央をめどに中期財政計画を作成していくことと、予定通り消費税を引き上げる決意を述べたと報告し、承認されている。だが、民間委員からの財政健全化にむけて法律で縛ったらどうか、という提案に対して、麻生氏は直ちに法制化する気はないとし、付加して「GDPをきちんと伸ばして、借金の額を相対的に少なくするところが一番肝心かなと私自身は思っている。」と経済の成長により、名目GDPを拡大させる「上げ潮派」の立場に立っているようだ。なんとも、はや…。
黒田総裁、政治家との約束の危うさを感じませんか
黒田日銀総裁は、今回の金融緩和が財政ファイナンスではないか、という懸念を生まないよう、財政健全化にむけた道筋を明確にして、財政構造改革を着実に進めていくことが重要と主張している。その点、更に1月に白川総裁時代の日銀と政府が共同声明を出した際の約束として「政府は機動的な財政政策や成長力・競争力強化に加え『財政運営に対する信認を確保する観点から、持続可能な財政構造を確立するための取り組みを着実に推進する』とされており、…(中略)…日本銀行としても、そうした取り組みに強く期待している」と発言している。
なぜ財政赤字がこれほど累積してきたのか
予算決定権限が分散化、内閣に集約を
問題は、本当に財政再建という方針をまさに命がけで進めていく覚悟(意志)と政治的力があるのだろうか、と言うことにかかってくる。今や、財務省が公表した政府債務残高は1,000兆円になろうとしており、年々のフローの財政赤字も増え続けてきている。その原因が何であり、どのようにしたら財政規律の確保ができるのだろうか。
元財務官僚として勤務され、今は明治大学公共政策大学院教授である田中秀明教授は、まことに厳しい指摘をされている。2012年8月3日朝日新聞のインタビュー『増税で財政再建できるか』のなかで、日本が財政再建に失敗し、なぜ財政赤字が膨らみ続けているのか、と言う質問に対して
　「予算を決める政治の意思決定システムが官邸や与党に散らばり、誰かが責任を持って決めていない。予算の透明性も低く、使い道やその効果がよくわからない。これでは無駄な事業を止めようという力が働きません」
シーリングの抜け穴、補正予算や特別会計
さらに、シーリング(概算要求基準)で大枠を設定していることに対して
　「日本のシーリングは一般会計の当初予算にしか適用されません。補正予算や特別会計でいくらでも増やせる。財務省は各省庁と厳しい調整が必要な時に『補正予算や特別会計で何とかするから当初予算は我慢してくれ』と説得しやすいのです」
と、その無力さを指摘しておられる。自民党の経済財政諮問会議で首相主導の重要政策決定がなされるようになったことは、政策決定のプロセスの透明化や集約化されたことは事実だが、他の財政再建に成功した国に比べると、まだまだ分権(散)的で与党と調整しないと決められない構図に変わりはないと厳しい。また、民主党政権時代の財政運営についてはさらに厳しく、
「発足直後は、閣僚委員会でトップダウン型の予算を作る仕組みを導入しようとしましたが、絵に描いた餅に終わりました。結局、自民党より政策決定プロセスが分権化してしまい、誰がどう決めているのかさえ、わかりません」
と批判されている。
公務員制度や省庁設置法の大改革も重要
田中教授の指摘はさらに公務員制度にまで及んでいるのだが、よく指摘されるように「省あって、国なし」を実践している官僚機構の改革の重要性が浮かび上がってくる。官僚の権限の根拠となっているのが「省庁設置法」であり、その改革に政治が乗り出すと、関係省庁は族議員を巻き込んで権限の切り分けに抵抗し、改革が骨抜きになってきた。むしろ、イギリスのように各省庁設置法などは廃止し、政権交代とともに柔軟に統廃合できるような仕組みを提唱されている。もっともなことなのだが、それを突破できる政権の意志と力が必要なことは言うまでもない。
本当に財政健全化を実現するために
政治の意思と力が必要
さて、少し田中教授の引用が長くなってしまったが、財政の規律を確立していくために必要なことは、まことに厳しい課題なのだが、現在の安倍政権にこのような改革を進めていかなければならない、という強い意志と政治的力を発揮しようという問題意識は感ぜられない。とすれば、参議院選挙の前には、再び「2015年プライマリー赤字の半減、2020年には黒字の実現など」という方針は、一応は形式的に決めるであろうが、その実現を担保できる制度的保証は全くないどころか、直ちに始まる秋の補正予算によって、崩れ去っていくのは火を見るよりも明らかであろう。
黒田総裁は、このような財政規律を改革していかなければ、日本国債の信認を失い、金融危機をもたらすことを熟知しているはずであり、安倍首相に強く財政規律を確立できるよう迫っていかなければならない。「カール・ポバーの徒」として、この点をどのように説明されるのだろうか。理屈だけでなく、政府をねじ伏せる力が必要になっているように思えてならない。
井手英策慶応大教授の問題提起
なぜ15年も財政危機は顕在化しなかったのか
どうして、財政再建の理念から逸脱し続けたのか
最後に、最近大活躍されておられる井手英策慶応義塾大学教授が、生活経済政策研究所が発刊している月刊誌『生活経済政策』5月号の中で、「先進国における財政再建への挑戦」という新連載の第一回目の論文に注目したい。それは、いままで財政が危機的な状況にあると言い続けてきた者(小生などもその一人だが、ここで意識されているのは財務省等)にとって、「危機が顕在化しない財政」という大状況になっているのは何故なのか、財政再建の定番として指摘されている理念型(国債発行の制限、行財政支出削減・分権化、増税)からはずれていくのは何故なのか、等の分析を通じて財政社会学に立脚され、近いうちに著作を出される方たちの「現状の政治への異議申し立てであると同時に、主流派経済学の思考そのものへの批判である」ことを高らかに宣言されている。今後シリーズで連載され、やがてはミネルバ書房からその成果を出版される予定だという。その成果に大いに期待したい。
参議院選挙後に始まるか、無駄探しや犯人探し
そして膨大な赤字だけが積み上がる
この論文の中で注目したいのが、財政危機を15年近く喧伝してきたにもかかわらず、一向に危機が顕在化しない以上、国民が単純に「増税」に同意する可能性は低い。日本は、国際的には小さい政府であるから歳出削減にも限界がある。にもかかわらず、政府は無駄の削減の必要性を人々に認識させてきた。おそらく、無駄探しや犯人探しが参議院選挙後には始まるのではないか、その結果無駄の削減は殆どできないがゆえに、それがまた政府債務の静かな蓄積となって進行することを指摘されている。
それは、すでに決定している生活保護の削減や公務員賃金の引き下げだけにとどまらない。いまや、社会保障財源の自然増だけでも1兆円を上回る巨額なものになっている。2年で消費税率1%にも達する。それ故、世代間格差を意識的に煽りつつ、年金、医療、介護といった高齢者が中心の社会保障費削減に照準がピタリと当てられている。社会保障の充実よりも防災・減災対策と称して公共事業の拡大へと舵を切り始めてさえいる。
この国の行方は、いったいどうなるのだろうか。呆然と立ちすくんでばかりいられない今日この頃である。
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